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太陽光、企業からの買い取り価格下げ 経産省が検討 

 経済産業省は再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度で、主に企業

が持つ大型の太陽光発電の 2016 年度の買い取り価格を４年連続で引き下げ

る検討に入った。太陽光パネルの性能向上などを踏まえ、15 年度の１キロワッ

ト時あたり 27 円から 20 円台前半まで下げる方向だ。 

地熱などの買い取り価格は維持し、バランスの取れた再生エネの普及をめざ

す。 

 買い取り制度は、再生エネで発電した電気を電力会社が一定期間、同じ価

格で買い取る仕組み。 

価格は設備コストや業者の利益などを考慮して決める。16 年度の価格は、経

産相の諮問機関である調達価格等算定委員会が３月末までに価格案を示し、

経産相が最終決定する。 

 一方、住宅の屋根などに設置する出力 10 キロワット未満の家庭用太陽光発電は今後さらに普及が見込まれるため、価

格引き下げの是非を慎重に検討する。太陽光に比べて普及が遅れている地熱や風力、水力発電などの買い取り価格は

高めの価格を維持する方向だ。 

 太陽光発電は天候で発電量が大きく変動する。太陽光の電気を買い取る大手電力は、発電量の変動に応じて火力発

電所の稼働率を変えたり、他の地域と電力を融通し合ったりするなどの調整が必要になる。九州電力など大手５社は 14

年、調整の難しさを理由に太陽光の新たな買い取りを一時的に中止するなど混乱も起きていた。 

 経産省は混乱を受けて制度見直しを進め、通常国会に再生エネ特別措置法の改正案を提出する方針だ。17 年度以降

は入札制度を導入して発電コストの安い事業者を優先して参入させ、家庭や企業の負担を抑える考えだ。 

 

情報提供：経産省 

国交省 住生活基本計画の改定案示す 中古流通伸び悩みを打開へ 

 住宅政策の指針となる、新しい住生活基本計画(全国計画)の原案が

まとまった。「量から質への転換」を打ち出した前回計画(2006 年策定)

を引き継ぎ、ストック重視の方針を鮮明にした。 

今後 10 年間、同計画に書き込まれた目標に沿って各種施策が展開さ

れていく。 

 政府は「2020 年までに中古住宅の市場規模倍増」との方針を掲げて

きたが、中古住宅の取引数が 2008 年の約 16.7 万戸から 2013 年は約

16.9 万戸にとどまるなど伸び悩んでいるのが現状。 

計画の改定案ではこうした背景を踏まえ、「新しい住宅循環システムの

構築」など 8 つの目標を設定した。 

 パブリックコメントを経て、3 月に閣議決定される見込み。 

情報提供：国交省 

経済産業省、省エネ住宅改修に予算 100 億の補助金 

 経済産業省は 2015 年度補正予

算で、住宅の省エネ化を図るリノ

ベーションを促進する事業を行う。

一般消費者への募集を 3 月末か

ら開始する予定。予算総額は 100

億円。 

 対象は、高性能な窓、サッシ、断

熱材を用いた住宅の断熱改修

だ。同省指定の建材や設備を使

用して改修した場合に補助金が支払われる仕組み。 

 さらに戸建て住宅については、断熱改修とともに、給湯器などの中で高性能な設備を導入する場合にも補助の対象に

なる。 

 現時点で工事 1 件当たりの補助額は未定。費用の 3 分の 1、もしくは上限が設定される予定。 

 同補正予算は 12 月 18 日に閣議決定。1 月 20 日に国会で成立した。 

情報提供：経産省  
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